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各都道府県、指定都市、中核市 

障害保健福祉主管部（局）御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部精神・障害保健課 

 

 

自立支援医療の経過的特例に係る支給認定の取扱いについて 

 

 

自立支援医療につきまして、平素より御尽力いただき御礼申し上げます。 

障害者総合支援法（平成１７年法律第１２３号）に基づく自立支援医療の利用者負担に

ついては、所得に応じた負担上限月額を設けるなどの負担軽減措置等を講じているところ

ですが、下記の２点については、障害者自立支援法施行令（平成１８年政令第１０号）に

おいて、令和３年３月３１日までの経過的特例としているところです。 

このことから、当該経過的特例に係る改正後の障害者総合支援法施行令が施行されるま

での間に経過的特例の対象となる方へ支給認定を行う場合は、経過的特例の適用は令和３

年３月３１日までとすることを原則としますが、各自治体の判断により、受給者証に「経

過的特例が延長された場合は令和○年○月○日までとする。」等の記載をすることにより、

経過的特例が延長された場合の受給者証の有効期間の延長を不要とするなどの措置を取っ

ても差し支えないこととします。その際には、各関係機関において混乱及び取扱いに誤り

がないよう、経過的特例及び当該措置に関して趣旨等の周知をお願いします。   

なお、各都道府県担当者におかれましては、管内市町村担当者に当該事務連絡を配布し

ていただくよう併せてお願いします。 

 

記 

 

１ 高額治療継続者（いわゆる「重度かつ継続」）の方については、市町村民税の所得割

の額が２３万５千円以上の世帯に属する方も自立支援医療の対象とし、負担上限月額を

２万円としている経過的特例 

 

２ 育成医療の中間所得層（市町村民税所得割額＜２３万５千円）の方については、負担

上限月額を市町村民税所得割３万３千円未満の世帯は５千円、市町村民税所得割３万３千

円以上２３万５千円未満の世帯は１万円としている経過的特例 
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「 重度かつ継続」の範囲
○ 疾 病 、 症 状 等か ら対 象とな る者

[ 更 生 ・ 育 成 ]  腎 臓 機 能 ・ 小 腸 機 能 ・ 免 疫 機 能 ・ 心 臓 機 能 障 害 ( 心 臓 移 植 後 の 抗 免 疫 療 法 に 限 る ) ・ 肝 臓 の 機 能 障 害 ( 肝 臓 移 植 後 の 抗 免 疫 療 法 に 限 る ) の 者
[ 精 神 通 院 ]    ① 統 合 失 調 症 、 躁 う つ 病 ・ う つ 病 、 て ん か ん 、 認 知 症 等 の 脳 機 能 障 害 、 薬 物 関 連 障 害 （ 依 存 症 等 ） の 者

② 精 神 医 療 に 一 定 以 上 の 経 験 を 有 す る 医 師 が 判 断 し た 者

○ 疾 病 等 に 関わ らず 、高額 な費 用負 担が 継続 するこ とから対象 となる者
[ 更 生 ・ 育 成 ・ 精 神 通 院 ] 医 療 保 険 の 多 数 回 該 当 の 者

負担上限月額の経過的特例措置 ※ 上 記 の 太 枠 部分

育 成 医 療 の 中 間 所 得 １ ， ２ 及 び 「 重 度 か つ 継 続 」 の 一 定 所 得 以 上 の 負 担 上 限 月 額 に つ い て は 、 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で の 経 過 的 特 例 措 置

自立支援医療の患者負担の基本的な枠組み

一定所得以上

中 間 所 得 ２

中 間 所 得 １

低 所 得 ２

低 所 得 １

生 活 保 護

① 患者の負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担上限額を設定。（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
② 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない（重度かつ継続）者、育成医療の中間所得層については、更に軽減措置を実施。

市町村民税非課税（低所得１を除く）

市町村民税非課税（本人又は障害児の保護者の年収80万円以下)

生活保護世帯

市町村民税 33,000円未満（年収約290～400万円未満）

市町村民税 33,000円以上235,000円未満（年収：約400～833万円未満）

市町村民税 235,000円以上（年収約833万円以上）

０円

２，５００円

５，０００円

５，０００円 ５，０００円

１０，０００円 １０，０００円

２０，０００円対 象 外 対 象 外

更生医療・
精神通院医療

育成医療 重度かつ継続

総医療費の１割
又は高額療養費
（医療保険）の

自己負担限度額

所得区分（医療保険の世帯単位）

【自己負担上限月額】

医療保険（７割）
自立支援医療費

（月額医療費－医療保険－患者負担）
患者負担

（１割又は負担上限額）

【月額医療費の負担イメージ】 ＊医療保険加入者（生活保護世帯を除く）

＊年収については、夫婦＋障害者である子の３人世帯の粗い試算
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